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 令和元年度袖ケ浦市青少年問題協議会 

 

１ 開催日時 令和２年１月２９日（水）午後２時開会 

 

２ 開催場所 市役所旧館３階大会議室 

 

３ 出席委員  

会 長 粕谷 智浩 委 員 生方 和義 

副会長 御園 朋夫 委 員 小島 直子 

委 員 田所 公司 委 員 市原 義雄 

委 員 大坪 邦夫 委 員 田中 雪夫 

委 員 山﨑 剛 委 員 尾高 文男 

委 員 若林 洋子 委 員 江﨑 智美 

委 員 石井 俊一 委 員 征矢 真理子 

委 員 鈴木 大介 委 員 内藤 一恵 

 

４ 委員以外の出席者    

千葉県環境生活部 消費者センター 

所長  道上 みゆき                                                                                                                                

消費生活相談員 前野 春枝 

 

５ 出席職員 

生涯学習課課長 小阪 潤一郎 

生涯学習課 社会教育班長 浦邉 宜文  

〃   副主幹 小川 修也 

 〃   副主査 佐野 友章 

  〃   主任主事 宮澤 彩花 

 

６ 傍聴定員と傍聴人数  

傍聴定員 ５人 

傍聴人数 ０人 

 

７ 講義 

テーマ「青少年を取り巻く消費者問題の現状について」 

講 師 千葉県環境生活部 消費者センター 
    所長 道上 みゆき 
    消費生活相談員 前野 春枝 

道上所長 
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 本日はよろしくお願いします。先日、千葉県では台風や大雨の人的被害をうけまし

て、１日も早い復興をと取り組んでいるところでございますが、ご協力いただいた皆

様には厚く御礼申し上げます。 

私事ではございますが、平成２５年度に環境生活部県民生活・文化課の子ども若者

育成支援室にて室長を務めておりまして、今回このお話を頂いたときに、非常に懐か

しく不思議な縁を感じました。 

 消費者センターでございますが、千葉県下全市町村に消費者相談窓口がございまし

て、相談業務にあたっております。当センターでは賢い自主的な消費者を育てるとい

うことで、様々な講座を各地で行っており、また情報提供も随時行っています。本日

は数多くの相談事例の中から、青少年が被害に遭う事例の紹介や、その傾向にういて

お話させていただきます。 

 

前野相談員 

 今回はこのような貴重なお時間をいただきありがとうございます。消費者センター

は、普段から青少年に限らず、あらゆる年代層の方々からの相談を受け、皆様が自己

解決できるように、私たち相談員が助言をさせていただきます。ただ、強引な事業者

等が相手で自己解決が難しい場合に、斡旋という形で間に入ってトラブルの解決を目

指すというものです。本来、消費者と事業者の関係というのは対等ではあるのですが、

情報力・交渉力において大きな差があります。それをこういった消費者センターが斡

旋に入って解決に導くという役割があります。さらには、情報提供という形で、相談

が寄せられた事例の周知を図るというようなことを、プライバシーに配慮した形で行

っております。それでは、資料に従って説明させていただきます。 

（以下、資料により説明） 

  

８ 報告および情報交換 

（１）木更津警察署管内の青少年犯罪の現状について 

田所委員 

令和元年中の木更津市、袖ケ浦市における少年犯罪の現状ですが、１４歳以上の犯

罪少年、１４歳未満の非行少年および、犯罪までに至らないが将来至るおそれのある

ぐ犯少年について申し上げます。まず犯罪少年は３４人となっていますが、これは例

年に比べて２３人減少となっています。かなり少年犯罪が減ってきていると言えます。

ちなみに３４人の罪種別の内訳になりますが、うち２５名が刑法犯であり、おもに窃

盗や傷害などがあります。残りの９名についてはいわゆる軽犯罪法や青少年育成条例

違反、珍しいものですと廃棄物処理法違反があり、刑法以外の犯罪を行った者になり

ます。 

先ほども申しましたように、今年度は昨年度と比べて、少年犯罪の数は減っている

現状にあります。 

 では、一方で不良行為少年の補導状況でありますが、昨年一年間で２４４名の児童

を補導しております、こちらについても前の年と比べて、９８人減少ということで、
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減少率で見ますと約３割減少となっており、非常に良好な状況であると思われます。 

 この補導の内訳で申しますと、一番多かったのは喫煙ということで７３件、次に多

かったのは深夜徘徊で５５件、それに続いて飲酒が４７件で、この三つで大半を占め、

喫煙と深夜徘徊につきましては、こちらも大幅に減少していて、喫煙は６４件減少、

深夜徘徊については５５件減少で約半分となっております。 

 次に、学生別で申し上げますと、高校生の補導件数は全部で７０人で、うち１５名

が女子でした。前の年に比べますと、８９名減少となっています。昨年は高校生の補

導が非常に減ったということが言えます。中学生につきましては、４７名となってお

り、うち１７名が女子となっています。こちらについては、昨年度と比べますと３５

名増となっています。小学生については補導人数が１３名、うち女子は１名となって

おり、前年と比べますと１１名増と大幅に増加しております。このように、高校生の

補導件数は大幅に減少している中で、小中学生の補導が増えてきているところを見ま

すに、非行の実態が低年齢化していることが見受けられます。 

 昨年の犯罪状況につきましては、以上で報告を終わらせていただきますが、せっか

くの機会ですので、今後の青少年の指導について御参考にしていただきたい点を申し

上げます。先ほども消費者センターの方からお話がありましたように、現在の青少年

を取り囲むＳＮＳ等の犯罪トラブルというのが、劇的に増加している状況にあります。

特に女子児童が被害者となる、いわゆる福祉犯罪というのが増加している状況にあり

ます。ただ、その背景につきまして、児童自らがいわゆる「パパ活」と称して援助交

際を自分から求めにいっている実態も少なくありません。ＳＮＳのツイッターやイン

スタグラムを利用して、実際に顔も知らない相手と会う約束をし、実際に会ったとこ

ろ、そのままホテル等に連れ込まれて、性犯罪被害に遭う。あるいは、そのまま逮捕、

監禁、誘拐などに発展し、最悪の場合、殺人に発展する場合も少なくありません。最

近のケースとしては、大阪の小学校６年の女子児童はツイッターで知り合った栃木県

在住の３５歳の男性に誘拐されて監禁されるという事件が発生しました。これはまさ

にＳＮＳの利用犯罪の典型であると言えます。他にも多くなってきているのは、顔も

知らないネットで知り合った大人から、裸の写真を撮影して送ってほしいと求められ

て、これに応じて送ってしまうという、いわゆる児童ポルノ法違反のケースがあり、

この被害者が実は小学生の女子児童が増えてきております。これはやはり、児童のネ

ットに対する知識の低さや警戒心の薄さというところが、発生の原因の一つに上げら

れると思われます。こういった状況から、すでに色々な機会において日ごろから児童

等に対してご指導していただいているところだとは思いますが、改めましてネットの

世界には悪意を持った人が大勢いるということを教えていただきたいと思います。ネ

ットの向こう側にいる顔の見えない相手の言葉は簡単に信用してはいけない。さらに

は、一度サイバー空間にアップされてしまった情報は二度と消せない。ネットに投稿

した文書や画像は残り続けるものであると。他にもネットいじめの問題になっていま

すが、ＳＮＳに投稿した何気ない文章や動画像が特定され、情報の漏洩あるいはトラ

ブルに発展する場合があるということで、ＳＮＳの怖い部分をぜひ子どもたちに教え

ていただきたいと思います。 
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（２）小、中、高等学校の現状と課題について 

若林委員 

 市内小学校７校について、児童は落ちついて学校生活を送っております。先週と今

週で縄跳び大会や授業参観を行い、その後は学力テストに向けて勉強に励んでいると

ころです。また、９月・１０月には台風や大雨による被害で修学旅行の行先が変更に

なったり、宿泊学習が２泊から１泊にかわったりとの対応がありましたが、どの学校

も子どもたちのためにスムーズに実施することができました。 

 生徒指導につきまして、いくつかお話をいたします。不登校児童について、昨日生

徒指導会議がございまして、小学校の方では早期発見や学習面での支援が大事である

こと、また学級担任に任せるだけでなく、組織的な対応をしていき「あなたのことは

大切に思っているよ」ということで、どの学校も不登校を減らそうとしているところ

です。ただ、実際には不登校の生徒がどの学校にもいるということです。 

 また、いじめ関係につきましては、未然防止、未然予防にと心掛けております。い

じめはいつでもどこでも誰でも起こりうるという観点から、一人一人をよく見て取り

組んでいるところです。子どもたちのアンケートを行いますと、悪口とか嫌なことを

言う、冷やかし、からかいがもとであったりするようです。それらを保護者から、担

任からの発見で、それぞれの学校で取り組んでいるところです。 

 登下校の安全については、地域の方々のおかげで、市内の事故件数等も減っている

ということを聞いています。学校では交通ルールの見直しですとか、自分の身は自分

で守る、複数での下校、防犯ブザーの使用、子ども１１０番の周知であったり、学校

安全メールの活用など、登下校の安全についても一生懸命取り組んでいるところです。 

 また、先ほど学力テストに向かって頑張っていると申し上げましたが、調べ学習で

も２月に表彰がありまして、袖ケ浦市でも表彰を受けた児童がいました。そういった

意味でも頑張っている現状です。 

 

山﨑委員 

 中学校５校、文武両道を指針としまして、各学校が子ども達と一緒に活動している

ところです。実は自分はもともと市原市から昨年度、袖ケ浦市に異動してきましたが、、

君津市や袖ケ浦市の文武両道とか体育と勉強の両立ということが有名でありまして、

市原市にいるときから勉強したいなと思い、袖ケ浦市に参りました。特に一つを上げ

れば、清掃時体育という取り組みがありまして、清掃時に学校を半部に分けて、清掃

する生徒と運動をする生徒に分かれて活動することにしています。計画的に体を動か

すことをしていくことと、清掃についても一つは縦割りで１年生から３年生までの間

で、１年生は２年生が、２年生が３年生というように、指導もできるようになってお

り、清掃もきちんとできるようになっています。市原市にいるときからこの話はきい

ておりましたが、実際にはいってみても素晴らしいなと思います。これからも生かし

いきたいと考えます。 

また、先ほどもお話のありあましたネットについては、今月中旬に新入生説明会を
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行いまして、入学予定の小学校６年生に、警察などの専門の方に来ていただいて、ス

マホの使い方についての講習会を開いております。そういった中で聞いておりますと、

小学校６年生の７０パーセントくらいが持っていると、そして中学校に入ったら、８

０パーセント、９０パーセントになってくると思います。また、中学生になりますと、

塾の送り迎えもありますので、そういった理由からも、中学生のスマートフォン等の

所持率は高いものとなっています。それを考えますと、一つはスマートフォン中毒で

はないですが、スマートフォンのやりすぎで生活のリズムが崩れ、それが不登校につ

ながるということもあります。なかなかこういったことは、中学校の中で指導はしま

すが、２４時間付いているわけではないので、指導しきれない部分であります。これ

はご家庭の中で、きちんとルールを作って、生活リズムを作ってもらうというので、

そういった教室を行っているところであります。また、先程警察の方からもありまし

たような、ネットの犯罪についてですが、非行については、現在は落ち着いているも

のと認識し、一時期の暴力的なことは、どこの学校も無くなってきたものと考える一

方で、ネット犯罪については、学校の中ではネットを使って呼び出されてというよう

なことがありました。これらは、大人がきちんと話をして分らせることが大事だと考

えます。現場の中で子どもたちと寄り添って、子どもたちが安全に過ごせるような環

境にしていきたいと考えております。今後とも御協力のほど、よろしくお願いいたし

ます。 

 

大坪委員 

（資料により説明） 

 なお、今後についての補足ですが、助成金により私立高校も公立同様に無償化にな

るということで、公立高校は施設等において不利な状況となりますが、負けないよう

に中身で勝負しなければいけないという危機感をもっています。頑張りますので、皆

様のご支援よろしくお願いします。 

 

小島委員 

 ただいまご報告いただいた内容からは外れるかもしれませんが、社会福祉協議会に

おいて、地域で子ども達をささえる活動というのを行っていますが、先日の土曜日に

反省会をした折に、中学生の孫がストーカーに遭ったという話を聞きまして、この場

でその話をしておこうと思っていました。例えば、そういった話があった場合、学校

ではどのように保護者とか、子ども達に伝達されるのか、お聞かせください。 

 

鈴木委員 

 学校の方は、そういった情報が生徒や先生、あるいは保護者様々なルートでそうい

う情報が入った場合には、すぐに学校教育課の方に情報を頂けるような連絡体制を整

えています。私どもに情報が入りましたら、子育て支援課や警察、児童相談所などと、

密接に連携し、かなり素早い段階で情報共有ができるようになっています。 

 お話にありましたストーカーのような、犯罪に該当するような案件についは、学校
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の指導の範疇を超えておりますので、すぐに先ほど挙げたような関係機関と共通理解

のもと、安全確保について警察の御指導のもとで動いたり、警察のほうで捜査なりパ

トロールなりの対応をお願いするようなことになります。また、所管している総合教

育センターのほうで、スクールカウンセラーを２名雇用しておりまして、そのような

ことが聞こえてきた場合には、登下校を含めてパトロールを重点的に行ったり、地区

住民会議の皆様に一層のご協力をいただくようなことになります。 

 

田中委員   

 先ほど、不登校という話がありましたが、現在小中学校でどれほどの数の子どもた

ちが不登校になっていますか。 

 

若林委員 

 小学校ですと、昨日開催された生徒指導会議の資料によるものですが、３０日以上

の欠席者が平成３０年度は４７名、今年度は今現在で２３名となっています。今年度

については、これ以上多くならないように努力を重ねていきたいと思います。 

 

鈴木委員 

 小学校については、割合でいいますと、全体の１パーセント程度となっており、中

学校については３パーセントに行かない程度となっています。中学校の方はここ３年

くらいで減少傾向となっていますが、小学校の方が増加傾向となっています。かつて

は中学校のほうが圧倒的に多かったのですが、それが減ってきました。様々な問題が

低年齢化といわれる中で、不登校それ自体が問題かどうか難しいところですが、そう

いった点も含めて低年齢化が進んでいるようなところが見受けられます。 

 

（３）令和元年度青少年健全育成事業の実施状況について 

ア 青少年相談員連絡協議会事業 

江﨑委員 

（資料により説明） 

 

イ 子ども会育成会連絡協議会事業  

征矢委員 

（資料により説明） 

 

ウ 青少年育成袖ケ浦市民会議 

佐野副主査 

（資料により説明） 

 

エ 放課後子ども教室 

宮澤主任主事 
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（資料により説明） 

 

オ そでがうらわんぱくクエスト事業 

小川副主査 

（資料により説明） 

閉会 午後４時４０分 

































青少年を取り巻く消費者問題の現状について

～子供たちに安全・安心なくらしを～

令和２年１月２９日（水）14：00～14：30
千葉県消費者センター 消費生活相談員 前野春枝

1



・消費生活センターは、地方公共団体が法律に基づいて設置している消費者の
ための相談機関。

（消費者基本法・消費者安全法）
・消費生活センターでは、商品やサービスの契約と製品事故の相談をうけてい
る。

・相談窓口では、消費生活相談員が相談に対して
＜助言＞消費者自身が解決できるように相談員が助言
＜あっせん＞ 消費者と事業者の間に入ってトラブルの解決を目指す。
＜情報提供＞ などを行う。

・相談は無料で、秘密は守られる。
・寄せられた相談情報は、国民生活センターに集約され、消費者への情報提供、
法律改正や消費者被害の拡大防止に活用される。

・消費生活相談員が出向いて啓発講座を行う。

１ 消費生活センターとは

2
消費者庁イラスト集より2



① 千葉県内の消費生活相談件数の推移

3

47,903 48,842 47,061 49,002 
59,727 

0
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２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度

2018年度は大幅に増加
架空請求ハガキの相談が増加した
ためと考えられる。

千葉県「平成30年度の消費生活相談の概要」より

・2018年度 年代別相談件数と割合

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 不明等

件数 853 3,416 4,174 6,564 8,043 11,993 12,658 4,460 7,566

割合 1.4% 5.7% 7.0% 11% 13.5% 20.1% 21.2% 7.5% 12.6%

２ データでみる消費者トラブルの傾向



・2018年度の20歳未満は1.7％ →成人になる 20歳代では7.0％と約4倍に増加。
成人になると未成年者契約の取り消しができません。ターゲットになる可能性。

4

② 全国の年度別にみた契約当事者年代別割合

国民生活センター「2018年度のPIO-NETにみる消費生活相談の概要」より



③ 若者の消費生活にみる購入形態・ＳＮＳ

・若者の相談を年齢3つに区分してみると、
「インターネット通販」に関する相談が最も多くなっています。

・マルチ取引では、未成年から成人になった直後の相談が急増していることがわか
る。

・ＳＮＳが関係している相談は若者を中心に増加しています。

5

２０歳代

消費者庁「平成29年版消費者白書」より 消費者庁「令和元年版消費者白書」より



④ 小学生・中学生・高校生の電子商取引に関する相談の推移

消費生活センター等に寄せられる小学生、中学生、高校生の相談では、
インターネットに関連する相談が多くみられ、2010年度以降全体に占める
割合は７割を超えている。

国民生活センター「令和元年8月8日報道発表」より

6



④小学生・中学生・高校生の電子商取引に関する相談の推移は

• 契約当事者年齢が６～１８歳で、契約当事者職業詳細が小学生・中
学生・高校生のいずれかである相談が対象（契約当事者職業詳細が
無回答（未入力）等の相談は除く）。

• PIO-NET（パイオネット：全国消費生活情報ネットワークシステム）
とは、国民生活センターと全国の消費生活センター等をオンライン
ネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄積している
データベースのこと。本資料の相談件数は、2019年６月30日までの
登録分。

• 電子商取引とはインターネット等のネットワーク上で行う取引。

7



表中の「デジタルコンテンツその他」「商品一般」では、「身に覚えのないサ
イト利用料未納を知らせるＳＭＳ（ショートメッセージサービス）が届いた」

「登録したサイトを解約したいがうまくできない」「インターネット通販事業者
から身に覚えのない荷物が届いた」等の相談がみられます。

国民生活センター「令和元年8月8日報道発表」より

⑤ 年度別に見た電子商取引に関する上位商品・役務

8



⑥ 電子商取引に関する小学生・中学生・高校生別上位商品・役
務等 国民生活センター「令和元年8月8日報道発表」より

別添参照

9



•小学生・中学生・高校生で多くみられるトラブルにはオンライ
ンゲーム、アダルトサイト、出会い系サイト、健康食品等の定

期購入、商品が届かない・偽物が届く通販サイト、その他（個

人間取引等）に関するトラブルがあります。

•大人と同様の特徴がみられます。

⑥ 電子商取引に関する小学中学高校別上位商品では、

10



⑦ 千葉県内小学・中学・高校生等の相談件数 PIO-NETより

1 アダルト情報サイト 47 オンラインゲーム 22 オンラインゲーム 39

2 オンラインゲーム 14 アダルト情報サイト 16 アダルト情報サイト 7

3 商品一般＠ 4 歯科治療 3 他のデジタルコンテンツ 7

4 デジタルコンテンツ＠ 4 書籍 2 商品一般＠ 3

5 他のデジタルコンテンツ 2 商品一般＠ 1 デジタルコンテンツ＠ 3

1 アダルト情報サイト 86 アダルト情報サイト 31 オンラインゲーム 52

2 オンラインゲーム 24 オンラインゲーム 24 アダルト情報サイト 36

3 デジタルコンテンツ＠ 13 商品一般＠ 6 デジタルコンテンツ＠ 18

4 他のデジタルコンテンツ 9 他の健康食品 5 他の健康食品 11

5 商品一般＠ 7 デジタルコンテンツ＠ 5 商品一般＠ 5

1 アダルト情報サイト 74 アダルト情報サイト 23 アダルト情報サイト 17

2 デジタルコンテンツ＠ 18 デジタルコンテンツ＠ 17 商品一般＠ 16

3 他の健康食品 13 他の健康食品 12 オンラインゲーム 16

4 オンラインゲーム 11 オンラインゲーム 9 他のデジタルコンテンツ 15

5 他のデジタルコンテンツ 10 他のデジタルコンテンツ 8 他の健康食品 11

1 アダルト情報サイト 103 脱毛エステ 48 賃貸アパート 41

2 デジタルコンテンツ＠ 45 デジタルコンテンツ＠ 39 他のデジタルコンテンツ 40

3 賃貸アパート 35 アダルト情報サイト 35 デジタルコンテンツ＠ 39

4 脱毛エステ 35 賃貸アパート 27 教養娯楽教材 32

5 商品一般＠ 30 他のデジタルコンテンツ 26 脱毛エステ 31

2017 2018

中学校

高校

他の学生

小学生

2016

11



•子どもが無断でクレジットカードを使ってオンラインゲームで課
金をしていた

•子どもが誤ってアダルトサイトにアクセスし、請求された費用を
支払ってしまった

•出会い系サイトで異性と知り合ったが出会えず騙された

•相談相手になれば高額収入を得られる出会い系サイトに登録した
が騙された

• 1回限りのつもりで化粧品を注文したが、定期購入が条件だった
• SNSの広告を見てジャケットを注文したが偽物だった
•フリマアプリで化粧品を購入したが、商品が届かない

３ 消費生活センターに寄せられた相談

12



【事例１ー1】オンラインゲーム

• 子どもが無断でクレジットカードを使ってオンラインゲームで課金をしていた。

クレジットカード会社からのメールを見て、ゲーム会社での利用が約５万円あ

ることが分かった。

小学生の息子に確認すると、私の財布から黙って持ち出したクレジットカード

を使用してオンラインゲームで課金をしアイテムを購入したことを認めた。

私は許可していないので、取り消したい。 （小学生 男性）

☆最近ではキャリア決済を無断で利用してしまうケースも見られます。
クレジットカードやキャリア決済のパスワードの管理には注意する。

利用ごとに通知してもらう設定をし、利用状況を確認する。

子供とゲーム利用ルールの話し合い。
13

＜子どもサポート情報 第146号参照＞



【事例１－２】オンラインゲーム

• 小学生の子どもが自宅の現金を勝手に持ち出してプリペイド型電子マネーを購入

し、オンラインゲームに課金していることが分かった。どうすればよいか。

• 中学生の子どもが親に黙ってスマートフォンのゲーム代を携帯電話料金と一緒に

支払う方法で決済していたと分かった。返金してほしい。

• 高校生の息子が親のクレジットカードを内緒で使用し、スマートフォンのオンラ

インゲームで高額な課金をしていた。対処方法が知りたい。

• スマートフォンのオンラインゲームで購入したアイテムが表示の半分の能力しか

ない。ゲーム会社に対応を求めたい。

• オンラインゲームで課金をしたがアイテムがもらえず再度課金した。課金した分

のアイテムを付与してほしい。

14



【事例２】アダルトサイト

・ 中学生の娘がスマートフォンで芸能情報を閲覧中に「もっと見る」と

いうボタンをタップしたところ、アダルトサイトにつながった。サイトを

閉じようと画面のどこかをタップすると登録完了になったようだ。誤操作

の人向けの案内からメールを送ったが、「退会には40万円が必要」と返信
が来た。メールに記載の電話番号に連絡したら、氏名や住所を聞かれた。

個人情報が悪用されないか心配だ。

（中学生女性）

15

☆あわてて連絡しない、お金を払わない。
画面が消えないとき（独）情報処理推進機構IPAへ

政府広報オンラインより



【事例３－１】定期購入
【事例３－１①】

・ 中学生の娘宛に宅配便がポストに投函されていた。娘に聞くとスマホでダ
イエット用とバストアップの健康食品を購入したと言う。業者に問い合わせた
ところ「初回はどちらも１０円だが、その後は２週間おきに届く。」と言われ
た。

広告には、３カ月間取るのが条件で、４か月目から休止や退会ができると書
かれているが、娘は申込む時には定期購入については読んでなかったようだ。

（中学生）

【事例３－１②】

孫がスマホで「胸が大きくなる」との広告を見て、定期購入の健康食品を申
し込んでいた。初回２０円で、すぐに２回目が届いた。明細では、商品代
4,000円、送料500円とあり、６回コースと書かれている。広告上で、商品が届
いて１２時間以内に電話すると返品できると書いてあったので、何回か電話し
たが、繋がらなかったようだ。
（ （中学生）

16

（消費者庁「イラスト集」より）



【事例３－２】定期購入

・１回限りのつもりで化粧品を注文したが、定期購入が条件だった。

「化粧品を約500円で購入できる」とＳＮＳ上の広告で見て、注文した。
商品が届き、代金はコンビニで支払った。後日、同じ商品が届き、約4,000
円の請求があった。１回限りだと思って購入したので驚いて業者に電話を

したところ、「４回の定期購入になっている。解約できない」と言われ

た。解約したいがどうすればよいか。

（高校生女性）

17

☆未成年者契約の取消制度
20歳未満の場合、法定代理人（親権者、両親）の同意がない場合、本人または法定代理人から
契約は取り消すことができる。

民法改正 成年年齢を２０歳から１８歳に引き下げること等を盛り込んだ改正民法が成立し、
２０２２年４月１日以降より１８歳からが成人となる。



定期購入
図．通信販売での健康食品等の「定期購入」に関する
相談件数の推移

国民生活センター［2019年12月19日:報道発表］より

18

相談件数は年々増加しており、2019年度（2019年11月30日時点）にPIO-NETに寄せられ
た相談は29,177件と、2018年度の23,002件を既に上回っており、前年度同期比約230％
と激増しています。



• ［2019年12月19日:公表］

1 定期購入が条件であること等の契約内容が認識しづらい
2 契約内容の表示が不十分なSNS上の広告や動画広告をきっかけに注文に至っている
3 解約条件が認識しづらい ４業者と連絡がとれない
5 消費者は注文時に想定した以上の金額を支払うことになる19



【事例４】ネットショッピング

• ＳＮＳ上の広告をみて安かったのでジャケットを注文した。到着した商品

を確認すると、タグが正規品と異なっており、縫製も粗かった。事業者に

電話で申し出しようとしたが、つながらない。

インターネットで調べると「偽物を扱っている」という記載があった。

どうしたらよいか。 （高校生男性）

ネットショッピングにはクーリング。オフ制度はありません。
詐欺や模造品を見分けることは困難、正規の価格より極端に安価、
日本語の表記が不自然等は気を付ける。

20

＜子どもサポート情報 第147号参照＞



【事例５】フリマアプリ

• フリマアプリで化粧品を購入し、代金はコンビニで支払っ
た。しかし、商品が届かないため、フリマアプリ運営事業者に
問い合わせたところ、「当人同士で話し合うように」と回答が
あった。出品者に問い合わせると「既に発送している」と返事
がきた。宅配業者に連絡し調査してもらったが商品は見つから
なかった。その後、出品者に連絡しても返事がない。どうすれ
ばよいか。 （ 高校生 女
性）

21

☆フリマアプリ等のフリマアプリサービスでの商品売買は、個人間取
引（購入者と出品者の双が個人）トラブルは当事者間で解決を図るよ
う求められます。

＜子どもサポート情報 第130号参照＞



【事例６】出会い系サイト

• 相談相手になれば高額収入を得られる出会い系サイトに登録したが騙
された。スマートフォンでアルバイトを検索中に「メール相談にのれば

高額収入が得られる」と書かれたサイトを見つけ年齢を偽り登録した。

登録は無料と書かれていた。

登録後サイト内で男性とやり取りを始めたが、相談が長引き、メール

を続けるにはポイント購入が必要になった。

仕方なくサイトから教えられたサイト運営事業者の銀行口座に約４

0,000円を振り込んだ。しかし、アルバイト料は入らなかった。

サイト運営事業者の電話番号や住所は不明だ。自分の電話番号や名前

を知られていることが不安だ。返金してほしい。（高校生女性）

22



【事例７】ライブ配信サービス

• 小学生の娘にスマートフォンを買い与えていた。ライブ配信サービスで

少額のプリペイド型電子マネーでポイントを購入していることは把握して

いた。

ある日、携帯電話会社からの請求が高額で驚いた。

娘のスマートフォンを確認すると、ライブ配信サービスで約６万円の

課金を していることが分かった。

娘に聞くと、「キャリア決済されているとは全く気づいていなかっ

た。プリペイド型電子マネーの金額は超えているのに何故課金できるのだ

ろうと不思議に思っていた」とのことだった。請求を取り消してほしい。

（小学生女性）

23

＜子どもサポート情報 第150号参照＞



参考 高収入をうたう副業や投資に関する相談

★「1日数分の作業で月に数百万円を稼ぐ」「〇万円が〇億円になる投資法」といったお金も
うけのノウハウと称してインターネット等で取引される「情報商材」に関連する相談が増加。
★情報商材とは、インターネットの通信販売等で、副業・投資やギャンブル等で高額収入を受
けるためのノウハウといって販売されている情報のこと。情報商材の形式は、ＰＤＦ等の電子
媒体、動画、メールマガジン、アプリケーション、ＤＶＤ、ＵＳＢがあり、近年増加傾向にあ
る。

24

消費者庁「令和元年版消費者白書」より



「お金がない」では断れない！きっぱり断りましょう
－断っても借金させてまで強引に契約を迫る手口にご注意！－

断っても借金させてまで強引に
契約を迫る手口の一例

国民生活センター
［2019年8月29日:報道発
表］25



・ＳＮＳの広告や、ＳＮＳで知り合った人と
の

やり取りがきっかけとなる。

・ クレジットカードが作れるようになり、

現金がなくても、購入しやすくなる。

・ 被害に遭っても、相談先がわからず、

放置してしまいがち。

・ 大学生、社会人になると、消費者トラブル

や対処法について情報をえる機会がない。

・ 契約に対する意識。

・ 強く勧められると断りにくい

・ 電話を掛けることに慣れていない。

若者はなぜ消費者トラブルに遭う？

26

勧誘を受けたときの注意点は？

「政府広報オンライン、くらしに役立つ情報」 平成31年3月18日より



・契約に関する意識が実生活に伴っていないと考えられる。

いかに商品・サービスを選ぶか

この先に何があるのか、起きるのか

相手の目的はなに （例：定期購入で安価にしているのは）

一歩深く考える力、深い学びにどうつなげるか

売り手と買い手の立場の違いを考える

成年年齢の引き下げで見えるもの

・地域での連携、消費生活センターとの連携

３ 課題と今後に向けて

27



未成年者取消権は年齢を立証すればよいため、取り消しが極めて容易。

・後戻りのための黄金の【橋】

【特効薬】

未成年者取消権が取消容易であるため、そもそも悪質業者は

未成年者に寄ってこない、ターゲットにしない。

・消費者被害防止の最大の【防波堤】

【予防薬】

この理解が私たちにとって一番大事そのためには・・

28

４ 成年年齢を引き下げたときの問題点
（民法の成年年齢引下げと教育現場の役割 弁護士中村新造氏資料より）



主体的で深い学び【アクティブ・ラーニング】の視点から

【主体的な学び】の視点

学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と関連付けながら、

見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習活動を振り返って次につなげる

「主体的な学び」が実現できているか。

【対話的な学び】の視点

子供同士の協働、教職員や地域の人との対話、先哲の考え方を手掛かりに考える

こと等を通じ、自己の考えを広げ、深める「対話的な学び」が実現できているか。

【深い学び】の視点

習得・活用・探求という学びの過程の中で、各教科等の特質に応じた「見方・

考え方」を働かせながら、知識を相互に関連付けてより深く理解したり、情報を

精査して考えを形成したり、問題を見い出して解決策を考えたり、思いや考えを

基に創造したりすることに向かう「深い学び」が実現できているか。
29



・日常生活は様々な消費活動を行い、消費生活は契約で成り
立っています。
・契約は、売り手と買い手の意思が合致することで成立し、
一方の都合では解約できません。

・契約自由の原則
①契約をするかどうか ②どのような内容の契約をするか
③誰と契約するか ④どのような形式で契約するか

＊未成年者契約の取り消しについては成年年齢が２０２２年４月
に２０歳から１８歳に引き下げられることが今後の課題。

参考

30

申込＋承諾＝契約成立

（１）契約とは？



（２）クーリング・オフを活用しよう！！

・特定の取引で契約した場合、一方的に申込みの撤回または契約の解除ができま
す。
・クーリング・オフ記載の書面を受取ってから8日間（または20日間）。
・書面（ハガキ）に書き、両面コピーし特定記録郵便（160円）で発信。
・業者に引取り義務 返品・返金時の送料等すべて事業者負担。
・クレジットを利用した場合は、クレジット会社にも同時に発信します。
・通信販売にクーリング・オフは適用されません。返品について記載内容を確認。

31

（３）その他の契約解消ができるとき
（「あしたの消費者」より）



★ネットショッピングを含む通信販売には
クーリング・オフの適用はない、記載事項を確認！

通信販売の記載事項：
＜特定商取引に関する法律に基づく表示＞

・事業者名 ・所在地（住所）、電話番号
・代表者または責任者の氏名 ・商品代金
・商品代金以外に必要な料金 ・支払い方法
・商品の引渡し時期
・返品に関すること・返品可／不可・条件・送料負担

（消費者庁イラスト集より）32



＊＊連携で築こう 青少年の安心なくらし！＊＊

☎ 袖ケ浦市消費生活センター ０４３８ʷ６２ʷ３１３４
月～金曜日 午前９時～正午 午後１時～午後４時

（祝日、年末年始を除く）

☎ 千葉県消費者センター ０４７ʷ４３４ʷ０９９９
月～金曜日 午前９時～午後４時３０分

土曜日 午前９時～午後４時
（祝日、年末年始を除く）

☎ 消費者ホットライン １８８
「イヤヤ 泣き寝入り」

最寄りの消費生活相談窓口につながります。
33












